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1. 柏崎刈羽原子力発電所 6号機における耐震評価について 

  設計及び工事計画認可申請書の添付書類Ⅵ-2「耐震性に関する説明書」（以下「今回設工認」と

いう。）においては，実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則別表第二に基づく対象施設の

うち，耐震Ｓクラス施設及び，耐震Ｂ，Ｃクラス施設のうち耐震Ｓクラス施設への波及的影響を

及ぼすおそれのある施設について耐震評価結果を示しており，その他の耐震Ｂ，Ｃクラス施設に

ついては耐震評価方針を示している。本資料は，評価対象施設及び評価項目・部位の網羅性，代

表性を示すとともに柏崎刈羽原子力発電所第 6号機における既工認（以下「既工認」という。）と

の評価手法の相違点を整理したものである。 

  なお，本資料が関連する設工認図書は以下のとおり。 

  ・「Ⅵ-2 耐震性に関する説明書」 

 

  本資料においては，柏崎刈羽原子力発電所第 6号機の建設工認及び改造工認を「既工認」，新規

制基準施行後に認可となった工認（川内 1・2号機，伊方 3号機，高浜 1・2号機，高浜 3・4号機，

美浜 3号機，大飯 3・4号機，玄海 3・4号機，東海第二，柏崎刈羽 7号機，女川 2号機及び島根

2号機）を「新規制基準対応工認」と記載する。 

  上記以外の工認実績については対象のプラントに加え，建設工認か改造工認であるかを個別に

記載する。 

  申請施設の網羅性に関する確認手順を図 1に示す。 

 

【評価手順の説明】 

①別表第二に照らした施設の選定 

・柏崎刈羽原子力発電所第 6号機の別表第二に該当する施設を抽出した。 

・別表第二に該当する施設のうち，耐震Ｓクラス設備であるものについて，評価対象設備とし

て選定し，添付－1に整理した。 

・別表第二に該当する施設のうち，耐震Ｓクラス設備への波及的影響がある設備（以下「波及

的影響設備」という。）及び非常用取水設備についても，評価対象設備として選定し，添付－

1に整理した。 

 

②重要度分類表による整理 

・①にて選定した設備について，耐震重要度分類表による整理を行った。その結果を添付 4－1

に示す。 

・①にて選定した設備に関連する間接支持構造物及び別表第二対象施設ではないが耐震Ｓクラ

ス設備へ波及的影響がある設備についても，併せて添付 4－1に整理した。その整理結果につ

いては添付－1にフィードバックし，評価対象設備として整理している。 

 

③評価の実施 

・選定した設備及びそれに関連する設備について，評価部位を添付－2，応力分類を添付－3に

整理し，評価を実施した。
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・間接支持構造物については，基準地震動Ｓｓによる評価を実施した。 

・なお，上記に該当しない別表第二の耐震Ｂクラス及び耐震Ｃクラス施設（波及的影響設備を

除く。）については，評価の方針を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1 申請施設の網羅性に関する確認手順 

 

柏崎刈羽原子力発電所第6号機の施設

別表第二
対象施設か

耐震Ｓクラス施設へ
波及的影響があるか
若しくは非常用取水

設備か※

※：Ｓｓによる耐震評価を実施

別表第二に該当する施設のうち，耐震Ｓクラス
設備および波及的影響に係る設備を整理

【添付－１】

設備及び直接支持構造物の評価
・各評価部位 【添付－２】
・各応力分類 【添付－３】

機器・配管系か

建物・構築物，
屋外重要土木構造物，
浸水防護施設の評価
【添付４－２】

添付４－１での整理結果を添付－１にフィードバック

【耐震Ｂ,Ｃクラス施設の評価方針】
・耐震Ｂクラス施設，直接支持構造物及
び間接支持構造物について，要求される
設計用地震力，荷重の組合せと許容限界
等を考慮し，評価する方針とする。なお，
共振のおそれのある施設については弾性
設計用地震動Ｓｄに２分の１を乗じたも
のを用いて，水平及び鉛直方向について
その影響を検討する方針とする。
・耐震Ｃクラス施設，直接支持構造物及
び間接支持構造物について，要求される
設計用地震力，荷重の組合せと許容限界
等を考慮し，評価する方針とする。

別表第二対象の耐震Ｓクラス施設の
重要度分類による整理

【添付４－１】

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

申請対象外
（このうち耐震Ｓクラス

施設）
【添付－５】

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

耐震Ｓクラス施設か

耐震Ｓクラス施設へ波
及的影響があるか，ま
たは耐震Ｓクラス設備
の間接支持構造物か
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1.1 耐震Ｓクラス施設の評価（耐震Ｓクラス施設への波及的影響評価及び非常用取水設備の評価

を含む） 

1.1.1 基準地震動Ｓｓによる評価 

評価の対象設備は，別表第二の対象設備の分類に基づき，既工認での評価対象設備をベ

ースに選定しており，それらに対して，基準地震動Ｓｓによる評価を実施する。 

さらに，波及的影響設備及び非常用取水設備についても，検討すべき地震動（基準地震

動Ｓｓ）にて評価を実施する。 

評価部位については，既工認における評価部位及び最新プラントである大間 1号機の建

設工認における評価部位をベースにして選定する。 

評価の結果については，機器類は設備毎に評価上最も厳しい部位や設備の代表的な部位

を，配管類は系統毎，弁類は型式毎に最も厳しいものを選定し，記載する。建物・構築物

の評価結果は，既工認における評価部位を全て記載する。 

評価対象設備が実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則別表第二に照らして網羅

されていること及びそれらの評価項目が既往の評価等と比べて必要な項目が網羅されてい

ることの確認を以下のとおり行った。 

 

(1) 別表第二を踏まえた対象設備の網羅性について 

別表第二を踏まえた対象設備について整理した結果を添付－1に示す。 

ここでは，左欄に記載分類として別表第二の記載項目を示し，今回設工認記載内容の欄

に該当する柏崎刈羽原子力発電所第 6号機の耐震Ｓクラス施設名称及び波及的影響施設の

名称を記載した。 

「―」とした項目については，別表第二の記載項目に施設が該当しないものなど，備考

の欄にその旨を記載した。 

以上の整理により，別表第二の記載項目に該当する設備について，今回設工認の記載が

網羅されていることを確認した。 

 

(2) 対象設備の評価部位の網羅性について 

    a. 機器・配管系 

      機器・配管系における対象設備の評価部位について，今回評価した評価部位と既工認

及び最新プラントである大間１号機の建設工認にて実施していた評価部位とを比較した

ものを添付－2に示す。 

      ここでは，既工認における評価部位及び大間１号機の建設工認における評価部位を左

欄に記載しており，それぞれ該当するところに「○」を示した。 

      更にその右欄には，今回設工認における評価部位を「○」で示し，評価部位の選定理

由についても併せて記載した。 

「今回設工認における評価」の欄で「―」で示した部位は，下記①から④に記載の理

由により評価を省略し，一番右の欄に該当する番号を記載した。 
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① 構造上他の部位で代表可能 

      ・検出器取付ボルト，取付板取付ボルト（格納容器内酸素濃度，格納容器内水素濃度） 

        評価部位として，検出器を取付板に固定する検出器取付ボルト，検出器取付板を

計装ラックに固定する取付板取付ボルト，計装ラックを固定するラック取付ボルト

に応力が生じるが，発生応力の高い基礎部の取付ボルトを代表とする。 

 

② 過去の評価実績から他の部位で代表可能 

対象設備なし 

 

③ 過去の評価実績から裕度を十分に有する 

対象設備なし 

 

④ 該当する部位がない 

対象設備なし 

 

評価部位のうち支持構造物のコンクリート定着部について原子炉本体基礎，クエンチ

ャサポート基礎，配管類及び補機類についてそれぞれ評価を実施した内容について説明

する。 

原子炉本体基礎及びクエンチャサポート基礎に関しては，支持構造物の評価の中でコ

ンクリート定着部の耐震評価を実施する。 

また，配管類に関しても埋込金物（ベースプレート及びスタッド）とコンクリート定

着部の評価をＪＥＡＧ４６０１に基づき耐震評価を実施している。 

補機類については，基礎ボルトの耐震評価を行っており，コンクリート定着部は直接

評価していないが，補機類の基礎ボルト及びコンクリート定着部の設計では，基礎ボル

トよりもコンクリート定着部の方が高い耐震性を有する設計を基本としている。即ち，

ボルトの引張許容値から定めた限界引き抜き力に対して，必要な埋込深さを算定してい

ることから，基礎ボルトに着目した耐震評価を行うことでコンクリート定着部の健全性

も確認できる（添付 2－2）。 

 

鉛直方向の考慮すべき地震力条件について，既工認は静的地震力と基準地震動（S1及

び S2）の最大加速度振幅の 1/2から求めた震度を用いていたが，今回設工認では動的地

震力も考慮するよう変更になっており，鉛直地震力の増大が考えられる。鉛直地震力が

1G を超えた場合に従来評価とは別に新たな評価が必要となる部位がないかを検討した

結果を説明する。 

耐震Ｓクラス設備及び地震時の波及的影響設備について分類化し，各分類について，

鉛直地震に対して剛な設備と柔な設備の 2つの観点から検討を実施した。 

まず，剛な設備については，鉛直地震力（1.2ZPA）が 1Gを超える場合，浮き上がりな

どの挙動が発生する可能性があるため，各建屋床面の鉛直地震力（1.2ZPA）を整理した
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結果，1Gを超える床面に設置される設備は主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュム

レータ，ほう酸水注入系ポンプ，使用済燃料貯蔵ラック等であった。 

主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ，ほう酸水注入系ポンプ，使用済

燃料貯蔵ラック等は，構造上浮上りは発生しないため，それに伴う衝撃等は発生しない。

また，自重は下向きに働くことから，地震動についても下向きに考慮する従来の評価が

厳しい条件となるため，従来の評価で問題ない。 

次に，柔な設備についても，鉛直地震力が 1Gを超える場合，浮き上がりなどの挙動に

ついて検討が必要になる。柔な設備の場合は，鉛直方向の固有周期に相当する応答加速

度が入力となるため，鉛直地震力が 1Gを超えることが否定できないが，その場合でも，

例えば，脱線防止が必要な燃料取替機には脱線防止ラグがついているなど，鉛直上向き

に生じる変位を拘束する部材が備わっており，従来から当該部材を評価している設備に

ついては従来どおりの評価が可能である。また，鉛直上向きに生じる変位を拘束する部

材が備わっていない原子炉建屋クレーンについては，浮上り挙動を模擬した解析により

浮上り量及び接触時の荷重を算出し，発生する応力及び浮上り量が許容値を下回ること

を確認している。 

その他，従来，十分裕度があり主要な評価部位ではないものや，鉛直地震力の影響を

受けにくいものについても抽出し，念のため鉛直地震力の増大に伴う影響がないか個別

に検討を実施し，問題がないことを確認した。 

以上のとおり，鉛直地震加速度の増大により，一部の設備については浮上り等の影響

が生じる可能性があるが，浮上り等による衝撃荷重や浮上り量を適切に評価しているこ

と，または衝撃荷重や浮上り等は生じないことを確認した（添付 2－3）。 

 

    b. 建物・構築物 

      耐震Ｓクラスの建物・構築物（非常用取水設備含む）の対象設備について，既工認，

島根 2号機の新規制基準対応工認，女川 2号機の新規制基準対応工認，柏崎刈羽 7号機

の新規制基準対応工認及び今回設工認の評価部位の比較を添付 4－2 に示す。建物・構

築物は，既工認，島根 2号機の新規制基準対応工認，女川 2号機の新規制基準対応工認

及び柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認にて評価を実施している以下の部位について，

すべて評価を行う。 

      原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）及び中央制御室遮蔽の耐震壁については原子

炉建屋及びコントロール建屋の一部であり，構造物全体としての変形能力を層レベルで

評価し，鉄筋コンクリート造耐震壁の最大せん断ひずみが許容限界を超えないことを確

認する。 

      原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の原子炉建屋の屋根スラブ，床スラブ及び屋

根トラス，大物搬入建屋のフレーム及び屋根スラブ，中央制御室遮蔽の天井スラブ及び

床スラブ，使用済燃料貯蔵プール（キャスクピット含む），主排気筒（内筒），原子炉格

納容器（コンクリート部），原子炉建屋機器搬出入口，原子炉建屋エアロック，原子炉建

屋基礎スラブ，取水槽閉止板，水密扉並びに補機冷却用海水取水槽については，地震力
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と地震力以外の荷重を組み合わせ，その結果発生する応力（又はひずみ）が許容限界を

超えないことを確認する。 

      また，建物・構築物の基礎地盤の支持性能について，基準地震動Ｓｓによる接地圧が

地盤の極限支持力度に対して妥当な安全余裕を有することを確認する。 

 

    c. 屋外重要土木構造物（耐震Ｃクラス） 

      既工認，島根 2号機の新規制基準対応工認，女川 2号機の新規制基準対応工認，柏崎

刈羽 7号機の新規制基準対応工認及び今回設工認の評価部位の比較を添付 4－2に示す。

屋外重要土木構造物の各部材（頂版，底版，側壁，隔壁，基礎版，鋼管杭等）について

評価を行い，これらが許容限界以下であることを確認する。 

      なお，耐震評価断面については，構造物の配置，荷重条件，周辺地盤状況及び土木構

造物の形状を考慮し，保守的な断面選定を行う。詳細については，補足説明資料「KK6 補

足-027-1 工事計画に係る補足説明資料（屋外重要土木構造物の耐震性についての計算

書）資料 1 屋外重要土木構造物の耐震安全性について」に示す。 

 

    d. 浸水防護施設 

      浸水防護施設の対象設備について，既工認，島根 2号機の新規制基準対応工認，女川

2 号機の新規制基準対応工認，柏崎刈羽 7 号機の新規制基準対応工認及び今回設工認の

評価部位の比較を添付 4－2に示す。浸水防護施設は，各設備について機能・構造上の特

徴を踏まえたうえで必要となる構造部材を評価対象部位とし，これらに生じる応力度，

荷重及び変形量が許容限界以下であることを確認する。 

      なお，海水貯留堰の耐震評価断面については，構造物の配置，荷重条件，周辺地盤状

況及び構造物の形状を考慮し，保守的な断面選定を行う。詳細については，補足説明資

料「KK6 補足-028-08 浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料」に示す。 

 

この結果，既工認等における評価部位を踏まえて評価部位を網羅的に選定していること

を確認した。 

 

   (3) 対象設備の評価項目（応力分類）の網羅性について 

     対象設備の評価項目（応力分類）の網羅性について添付－3に示す。 

     ここでは，今回設工認に評価結果を記載している設備について，ＪＥＡＧ４６０１・補

－1984等にて要求されている評価項目を左欄に示しており，その右側に各項目の評価実施

有無を整理し，実施するものを「○」で示した。 

なお，評価を省略した項目が一部あるが，それらは既工認から以下の理由により省略す

るものであり，今回設工認にて新たに省略した項目ではない。 

     ①設備の構造上，当該応力が生じる部位がない。 

     ②規格基準上，省略が可能。 

     ③他の応力分類にて代表可能。 
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     この結果，ＪＥＡＧ４６０１・補－1984等にて要求されている評価項目を網羅的に評価

していることを確認した。 

 

   (4) 対象設備の耐震重要度分類の区分（主要設備等）を踏まえた整理について 

     対象設備について，耐震重要度分類ごとに主要設備，補助設備，直接支持構造物，間接

支持構造物，波及的影響を検討すべき設備に区分して整理した結果を添付 4－1に示す。 

     添付 4－1では，左欄に記載分類として別表第二の記載項目を示し，その右側に別表第二

に該当する柏崎刈羽原子力発電所第 6号機の耐震Ｓクラス設備を主要設備，補助設備，直

接支持構造物に記載するとともに，間接支持構造物及び波及的影響を検討すべき設備につ

いても記載した。 

     添付 4－1に記載する建物・構築物，屋外重要土木構造物及び浸水防護施設の評価につい

ては，添付 4－2にその詳細を示し，対象施設ごとに表及びフロー図を整理した。 

 

   (5) 別表第二の対象外である耐震Ｓクラス施設の耐震安全性評価 

     図 1の評価手順に従い，別表第二に記載がなく申請対象外と整理された施設のうち，耐

震Ｓクラス設備について，技術基準規則への適合性の観点から，これらの設備についても

評価を実施しており，その結果を添付－5に示す。 

 

   (6) 地震応答解析結果を引用している設備の整理について 

     今回設工認における耐震計算書においては，基本的に地震応答解析モデル，応力解析モ

デル，方法，結果を記載する。しかしながら，炉心支持構造物等については，他の耐震計

算書等にて得られた地震応答解析結果を引用しているため，引用している設備を整理し，

添付－7に示す。 
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  1.1.2 弾性設計用地震動Ｓｄによる評価 

   (1) 機器・配管系 

     機器・配管系の評価対象設備が弾性設計用地震動Ｓｄに対して概ね弾性状態にあること

を確認するために，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい

方の地震力（以下，Ｓｄ ＊という。）と，地震力以外の荷重を組み合わせ，その結果発生す

る応力が許容限界を超えないことを確認する。 

     原子炉格納容器のＳｄ ＊評価において，ＪＥＡＧ４６０１・補－1984では LOCA時荷重を

考慮する記載があることから，LOCA時最大内圧を包絡した最高使用圧力を組み合わせた評

価も実施している。 

     また，残留熱除去系ストレーナ及び高圧炉心注水系ストレーナのＳｄ ＊評価においては，

「非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内

規）」（平成 20年 2月 27日付け平成 20・02・12原院第 5号）の規定に基づき，異物荷重を

組み合わせた評価を実施する。 

 

   (2) 建物・構築物 

耐震Ｓクラスの建物・構築物の対象設備について，既工認，島根 2号機の新規制基準対

応工認，女川 2号機の新規制基準対応工認，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認及び今

回設工認の評価部位の比較を添付 4－2 に示す。建物・構築物は，既工認，島根 2号機の

新規制基準対応工認，女川 2号機の新規制基準対応工認及び柏崎刈羽 7号機の新規制基準

対応工認にて評価を実施している以下の部位について評価を行う。 

 原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の大物搬入建屋の耐震壁及びフレーム，燃料取

替床ブローアウトパネル，主蒸気系ブローアウトパネル，中央制御室遮蔽，使用済燃料貯

蔵プール（キャスクピット含む），主排気筒（内筒），原子炉格納容器（コンクリート部）

並びに原子炉建屋基礎スラブについては，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地

震力のいずれか大きい方と地震力以外の荷重を組み合わせ，その結果発生する応力が許容

限界を超えないことを確認する。 

 原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の原子炉建屋については，常時荷重が設計時と

同一であること，また，応答に対して支配的となる水平方向の弾性設計用地震動Ｓｄによ

る地震力及び静的地震力がいずれも平成 3年 8月 23日付け 3資庁第 6674号にて認可され

た工事計画の添付書類Ⅳ-2-3「原子炉建屋の地震応答計算書」及びⅣ-2-7-1「原子炉建屋

の耐震性についての計算書」の設計用地震力よりも小さいことから，Ｓｄ地震時に対する

評価は行わない。 

 中央制御室遮蔽の耐震壁については，常時荷重が設計時と同一である。しかしながら，

水平方向の弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力が，平成 4年 10月 13日付け 4資庁第 8732

号にて認可された工事計画の添付書類「Ⅳ-2-2-1 コントロール建屋の耐震性についての

計算書」の設計用地震力よりも大きいことから，Ｓｄ地震時に対する評価を行う。 

 また，建物・構築物の基礎地盤の支持性能について，弾性設計用地震動Ｓｄによる接地

圧が地盤の短期許容支持力度に対して妥当な安全余裕を有することを確認する。 
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1.1.3 静的地震力による評価 

既設の設備については，建設工認時より「実用発電用原子炉及びその付属施設の技術基

準に関する規則」（原子力規制委員会）で求められている現在の建築基準法に基づく静的震

度（Ci）に対する評価を実施している。 

今回設工認において，弾性設計用地震動Ｓｄによる耐震評価については，弾性設計用地

震動Ｓｄによる地震力と静的地震力（3.6Ci）のいずれか大きい方の地震力を用いて評価を

行う。 

建物・構築物の静的地震力による評価については，1.1.2項を参照。 
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1.2 耐震Ｂクラス施設の評価 

   耐震Ｂクラス設備及び直接支持構造物について，要求される設計用地震力，荷重の組合せと

許容限界等を考慮し，評価する方針とする。なお，共振のおそれのある設備については弾性設

計用地震動Ｓｄに 2分の 1を乗じたものを用いて，水平及び鉛直方向について評価する方針と

する。 

 

1.3 耐震Ｃクラス施設の評価 

   耐震Ｃクラス設備及び直接支持構造物について，要求される設計用地震力，荷重の組合せと

許容限界等を考慮し，評価する方針とする。 

 

1.4 耐震Ｓクラス設備の間接支持構造物の評価 

添付 4－1 に記載した間接支持構造物となる建物・構築物及び屋外重要土木構築物について，

基準地震動Ｓｓによる評価を実施する。原子炉建屋，タービン建屋及びコントロール建屋につ

いて，構造物全体としての変形能力を層レベルで評価し，耐震壁の最大せん断ひずみが許容限

界を超えないことを確認する。主排気筒（外筒）の鉄塔部及び筒身部について，地震力と地震

力以外の荷重を組み合わせ，その結果発生する応力が許容限界を超えないことを確認する。 

基礎の評価として，タービン建屋及びコントロール建屋について，地震力と地震力以外の荷

重を組み合わせ，その結果発生する応力が許容限界を超えないこと及び接地圧が許容限界以下

であることを確認する。主排気筒の基礎については，地震力と地震力以外の荷重を組み合わせ，

その結果発生する応力が許容限界を超えないことを確認する。屋外重要土木構造物については，

基準地震動Ｓｓによる動的地震力に対して，構造部材に生じる応力または変形が許容限界値以

下であることを確認する。上記について，添付 4－2 にその詳細を示し，対象施設ごとに表及

びフロー図を整理する。また，建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して妥当

な安全余裕を有することを確認する。 

 

1.5 耐震Ｂクラス設備の間接支持構造物の評価 

   耐震Ｂクラス設備の間接支持構造物について，要求される設計用地震力，荷重の組合せと許

容限界等を考慮し，評価する方針とする。共振のおそれのある設備については弾性設計用地震

動Ｓｄに 2分の 1を乗じたものを用いて，水平及び鉛直方向について，その影響を検討する。 

 

1.6 耐震Ｃクラス設備の間接支持構造物の評価 

   耐震Ｃクラス設備の間接支持構造物については，要求される設計用地震力，荷重の組合せと

許容限界等を考慮し，評価する方針とする。 
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2. 既工認との手法の相違点の整理について 

2.1 既工認との手法の整理一覧 

既工認との手法の相違点の整理にあたっては，今回設工認における評価手法と既工認におけ

る評価手法との比較を実施し，添付－6のとおり一覧に整理した。整理に当たっては，添付－1

で抽出された設備を対象とした。 

まず，各評価部位の解析手法，解析モデル，減衰定数及びその他（評価条件の変更等）につ

いて既工認と今回設工認で比較した。 

次に解析手法，解析モデル，減衰定数及びその他（評価条件の変更等）が既工認と今回設工

認で異なる場合（既工認の記載がない場合を含む）には，最新プラントである大間 1号機の建

設工認及び新規制基準対応工認を含む自他プラントにおける同じ手法の適用例の有無を整理し

た。 

加えて，同じ手法の適用例があると整理したものについては，規格・基準類等に基づき，プ

ラントの仕様等によらず適用性が確認された手法は“プラント共通の適用例”，プラント個別に

適用性が確認された手法は“プラント個別の適用例”として整理した。 

なお添付－6 は各設備に対して，評価部位や応力分類によらず，既工認と今回設工認で耐震

評価の内容（解析手法，解析モデル，減衰定数及びその他（評価条件の変更等））が異なるもの

を整理した結果である。 

 

2.2 相違点及び適用性の説明 

2.2.1 機器・配管系 

2.2.1.1 手法の相違点 

添付－6 における既工認との相違点のうち，既工認から評価手法を変更したものに

ついて分類化し，以下のとおり内容を整理した。また，他プラントを含めた建設工認

及び新規制基準対応工認で実績のあるものや他プラントを含めた建設工認及び新規制

基準対応工認で実績のない新たな評価手法を適用したものについては，その旨を記載

している。 

 

(1) 原子炉本体基礎への非線形復元力特性の適用 

既工認では，原子炉建屋と原子炉本体を連成させた地震応答解析モデルにおける原

子炉本体基礎のモデル化は，剛性一定の線形仮定としていた。 

今回設工認では，基準地震動の増大に伴いより適正な地震応答解析を実施する観点

から，原子炉本体基礎も原子炉建屋と同様にコンクリートの剛性変化を考慮した非線

形解析モデルを採用する。非線形解析モデルの設定に当たっては，鉄筋コンクリート

の評価手法として実績のある手法に加え，鋼板とコンクリートの複合構造としての特

徴に留意した既往の知見を参考にして行う。 

本解析モデルへの非線形特性の適用については，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応

工認で個別適用例がある。詳細は補足説明資料「KK6補足-028-2-2 建屋－機器連成

地震応答解析の補足について」に示す。 
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(2) 原子炉建屋クレーンの時刻歴応答解析の適用 

天井クレーンの解析では，より詳細な手法を用いる観点から，脱線防止ラグ等の構

造変更を踏まえ，車輪部の浮上り挙動を考慮した非線形時刻歴応答解析にて評価を実

施している。クレーンへの非線形時刻歴応答解析の適用については，柏崎刈羽 7号機

の新規制基準対応工認で共通適用例がある（詳細は添付 6－1参照）。 

 

(3) たて軸ポンプの解析モデルの精緻化 

既工認において，たて軸ポンプについては設備の寸法，質量情報に基づき，バレル

部及びモータケーシング等をモデル化しているが，今回の評価では，ＪＥＡＧ４６０

１－1991 追補版に基づき取付フランジ部を回転ばねとする等のモデルの詳細化を行

っている。本解析モデルは，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認で共通適用例があ

る（詳細は添付 6－2参照）。 

 

(4) 最新知見として得られた減衰定数の採用 

最新知見として得られた減衰定数を採用する設備は以下のとおりであり，その値は，

振動試験結果等を踏まえ，設計評価用として安全側に設定した減衰定数を採用したも

のである。また，鉛直方向の動的地震力を適用することに伴い，鉛直方向の設計用減

衰定数についても新たに設定している。 

①原子炉建屋クレーンの減衰定数 

②燃料取替機の減衰定数 

③配管系の減衰定数 

④使用済燃料貯蔵ラックの減衰定数 

原子炉建屋クレーン，燃料取替機及び配管系の減衰定数並びに鉛直方向の設計用減

衰定数は柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認で共通適用例がある（詳細は添付 6－

3参照）。 

使用済燃料貯蔵ラックの設計用減衰定数は，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認

で個別適用例がある。詳細は補足説明資料「KK6補足-028-10-20 最新知見として得

られた減衰定数の採用について（使用済燃料貯蔵ラック）」に示す。 

 

(5) 水平方向と鉛直方向の動的地震力の二乗和平方根（SRSS）法又は組合せ係数法によ 

る組合せ 

今回設工認の評価では，鉛直方向の動的地震力が導入されたことから，水平方向と

鉛直方向の地震力の組み合わせとして，既往の研究等に基づき二乗和平方根（以下，

「SRSS」という。）法又は組合せ係数法を用いる。SRSS法及び組合せ係数法による荷

重の組み合わせは，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認で共通適用例がある（詳細

は添付 6－4参照）。 
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(6) 回転体の回転により働くモーメント及び回転体の振動による加速度の考慮 

空気圧縮機及び原動機については通常時起動しておらず，地震発生中に運転してい

る可能性は低いため，空気圧縮機本体又は原動機の回転により作用するモーメント及

び空気圧縮機振動による震度を考慮していなかった。 

今回設工認の評価では，空気圧縮機本体又は原動機の回転により作用するモーメン

トを転倒モーメントに加算し，空気圧縮機振動による震度を重力加速度に対して加算

した評価を用いる。回転体の回転により働くモーメント及び回転体の振動による加速

度の考慮は，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認で共通適用例がある（詳細は添付

6－5参照）。 

 

(7) 鉛直方向応答解析モデルの追加 

今回設工認の評価では，鉛直動的地震動が導入されたことから，原子炉本体及び炉

内構造物について，鉛直方向応答を適切に評価する観点で，水平方向応答解析モデル

とは別に鉛直方向応答解析モデルを新たに採用し鉛直地震動に対する評価を実施し

ている。鉛直方向応答解析モデルは柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認で共通適用

例があるモデルである。詳細は補足説明資料「KK6補足-028-2-2 建屋－機器連成地

震応答解析の補足について」に示す。 

 

(8) 流体中の構造物についての付加質量の考慮及び排除水質量による応答低減の考慮 

        今回の評価では，水中に設置する設備について，周囲の水の影響として既工認で考

慮していた付加質量の他，水中に設置される機器が排除する流体の質量（排除水質量）

の効果による応答低減を適切に考慮する。排除水質量の減算は，柏崎刈羽 7号機の新

規制基準対応工認で共通適用例がある。詳細は補足説明資料「KK6 補足-028-10-16 

耐震評価における流体中の構造物に対する付加質量及び排除水質量による応答低減

の効果の考慮について」に示す。 

 

     (9) 下部ドライウェルアクセストンネルの応力評価へのスペクトルモーダル解析の適

用 

下部ドライウェルアクセストンネルは柔構造であるものの，既工認においては代表

的な振動モード（ビーム振動）が静荷重を負荷した場合と等価な変形を生じるモード

であり，それ以外のオーバル形振動のモードは発生応力への寄与が小さいと考えられ

たため，簡便に静解析による評価を実施していた。 

今回設工認では，重大事故等時において下部ドライウェルアクセストンネル全体が

水没することとなったため，耐震評価で考慮する内部水重量が増加し，固有周期が柔

側にシフトすることが予想され，加えて評価圧力として原子炉格納容器の限界圧力

2Pd（620kPa）を考慮することとなり，評価条件としても厳しくなる見込みであった

ことから，精緻な評価を行うためスペクトルモーダル解析による評価に変更する。 

なお，下部ドライウェルアクセストンネルの応力評価へのスペクトルモーダル解析
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の適用は，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認で共通適用例がある(詳細は添付 6-6

参照)。 

2.2.1.2 手法の変更項目に対する柏崎刈羽原子力発電所 6号機への適用性 

前項で抽出した手法の変更点について，以下に示す 3項目に分別した上で，柏崎刈

羽原子力発電所 6号機としての適用性を示す。 

(1) 先行プラントの知見反映を基本として変更する手法 

先行プラントで適用されている知見を反映する目的の変更項目については，規格，

理論式に基づき解析を実施することにより評価は可能であるため，柏崎刈羽原子力発

電所 6号機への適用に際して問題となることはない。 

・たて軸ポンプの解析モデルの精緻化（詳細は添付 6－2参照） 

        ・回転体の回転により働くモーメント及び回転体の振動による加速度の考慮（詳細

は添付 6－5参照） 

       ・流体中の構造物についての付加質量の考慮及び排除水質量による応答低減の考慮

（詳細は「KK6 補足-028-10-16 耐震評価における流体中の構造物に対する付加

質量及び排除水質量による応答低減の効果の考慮について」参照） 

       ・下部ドライウェルアクセストンネルの応力評価へのスペクトルモーダル解析の適

用（詳細は添付 6－6参照） 

 

(2) 鉛直方向地震の動的な取扱いを踏まえて適用する手法 

平成 18 年 9 月の耐震設計審査指針改訂から鉛直方向地震力に対する動的に取扱い

がされており，大間１号機及び新規制基準での工認において柏崎刈羽 7号機で適用実

績があり，柏崎刈羽原子力発電所 6号機への適用に際して問題となることはない。 

・原子炉建屋クレーンの時刻歴応答解析の適用（詳細は添付 6－1参照） 

・水平方向と鉛直方向の動的地震力の二乗和平方根（SRSS）法又は組合せ係数法に

よる組合せ（詳細は添付 6－4参照） 

・鉛直方向応答解析モデルの追加（詳細は「KK6 補足-028-2-2 機電分耐震計算書

の補足について 建屋－機器連成地震応答解析の補足について」参照） 

 

(3) より現実的な応答を模擬する観点から採用する手法 

ａ.  原子炉本体基礎への非線形復元力特性の適用 

非線形解析モデルの評価は，既往の鉄筋コンクリート構造との類似性を検討し同

様の理論で評価可能であることを確認した上で，既往知見を参考に原子炉本体基礎

の構造を踏まえた評価を行い，実機の原子炉本体基礎を模擬した試験結果を用いて

その妥当性を確認しているため，適用に際して問題となることはない（詳細は「KK6

補足-028-2-2 機電分耐震計算書の補足について 建屋－機器連成地震応答解析

の補足について」参照）。 

ｂ． 最新知見として得られた減衰定数の採用 

今回設工認においては，配管系，天井クレーン，燃料取替機及び使用済燃料貯蔵
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ラックの減衰定数は，振動試験結果等を踏まえて設定した減衰定数を採用している。 

配管系においては，新規制基準でのＢＷＲ及びＰＷＲプラントでの適用実績があ

る。最新知見として採用する減衰定数の設定の検討に際して，ＢＷＲプラント，Ｐ

ＷＲプラントそれぞれの配管系を踏まえた検討も実施しており，適用に際して問題

となることはない。 

原子炉建屋クレーン及び燃料取替機の減衰定数の設定に際しては，振動試験を用

いた検討を実施している。振動試験の試験体は，実機と同等の振動特性である試験

体を用いることにより，減衰定数のデータを採取している。柏崎刈羽原子力発電所

6号機として適用する原子炉建屋クレーン及び燃料取替機について，振動試験に用

いた試験体と同等の構造仕様であることを確認しており，最新知見として得られた

減衰定数の適用に際して問題となることはない（試験等の詳細は，添付 6－3に記

載）。なお，本減衰定数の適用は，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認で共通適

用実績がある。 

使用済燃料貯蔵ラックの減衰定数は，実物大加振試験の結果に基づき設定してい

る。供試体ラックの主要諸元及び試験水槽の大きさは実機及び実機環境と同等，ま

たは実機と比較して減衰定数が小さくなるように設定していることから，最新知見

で得られた減衰定数の適用に際して問題となることはない（試験等の詳細は，「KK6

補足-028-10-20 最新知見として得られた減衰定数の採用について（使用済燃料貯

蔵ラック）」参照）。 
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2.2.2 建物・構築物，屋外重要土木構造物 

2.2.2.1 建物・構築物 

添付－6における既工認との相違点のうち，主な相違点を以下に示す。 

なお，詳細については，Ⅵ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」の補足説明資料

別紙 1「地震応答解析における既工認と今回設工認の解析モデル及び手法の比較」，Ⅵ

-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震性についての計算書」の補

足説明資料別紙 1「応力解析における既工認と今回設工認の解析モデル及び手法の比

較」等に示す。 

今回設工認における各解析で共通事項として，材料物性について，「鉄筋コンクリー

ト構造計算規準・同解説（1999 年日本建築学会）」（以下，「ＲＣ規準」という。）及び

「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定）」（以下，「Ｓ

規準」という。）に基づき，コンクリート及び鉄骨のヤング係数並びにコンクリートの

ポアソン比を再設定する。なお，当材料物性の設定は，柏崎刈羽 7号機の新規制基準

対応工認で共通適用例がある。 

 

(1) 地震応答解析における解析手法 

a． 入力地震動 

地震応答解析モデルへの地震動入力について，原子炉建屋，タービン建屋及びコ

ントロール建屋の水平方向については，建設工認では一次元波動論に基づき基準地

震動Ｓ１及びＳ２に対する地盤の応答として評価したもの並びに静的地震力を考慮

しており，今回設工認では一次元波動論に基づき基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地

震動Ｓｄに対する地盤の応答として評価したものを用いる。鉛直方向については，

建設工認では地震応答解析を実施せず静的地震力を考慮しており，今回設工認では

一次元波動論に基づき基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する地盤の

応答として評価したものを用いる。なお，当手法による地震応答解析は，柏崎刈羽

7号機の新規制基準対応工認で共通適用例がある。 

 

 b． 解析モデル 

解析モデルについて，建設工認では多質点系でモデル化しており，今回設工認と

同様であるが，地震時の挙動をより実応答に近い形で評価するため，動的地震荷重

算定時の地震応答解析において使用する建屋剛性の評価に関して，建設工認では耐

震要素として考慮しなかったが，実際には耐震壁として考慮可能であると考えられ

る壁を補助壁として，その分の剛性を考慮し，耐震壁及び補助壁のコンクリート実

強度に基づき評価される実剛性を用いる。 

原子炉建屋及びコントロール建屋の建屋側面地盤ばねについて，建設工認では

Novakの方法により水平ばねを考慮しており，今回設工認では地震時の挙動をより

実応答に近い形で評価するため，地盤表層部の地盤ばねは考慮せず，Novakの方法

により水平ばね及び回転ばねを考慮する。 
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タービン建屋の建屋側面地盤ばねについて，建設工認では Novakの方法により水

平ばねを考慮しており，今回設工認では地震時の挙動をより実応答に近い形で評価

するため，Novakの方法により，地盤表層部の地盤ばねを除き，水平ばねを考慮す

る。  

基礎底面地盤の回転ばねの非線形特性については，建設工認では考慮せず，今回

設工認では，ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版に基づいている。 

耐震壁の非線形特性については，建設工認では考慮せず，今回設工認では基準地

震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄともに考慮する。 

原子炉建屋及びコントロール建屋について，「原子力発電所耐震設計技術規定 

ＪＥＡＣ４６０１-2008（（社）日本電気協会）」を参考に，応答のレベルに応じて

誘発上下動を考慮する地震応答解析モデルを用いる。 

なお，当手法による地震応答解析は，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認で共

通適用例がある。 

 

(2) 耐震性についての計算書における解析手法 

a． 使用済燃料貯蔵プール（キャスクピット含む），原子炉格納容器（コンクリート

部）及び原子炉建屋基礎スラブ 

 評価方法について，建設工認では，基準地震動Ｓ１及び静的地震力による発生応 

力が短期許容応力度を超えないこと，基準地震動Ｓ２による発生応力（又はひずみ）

が許容値を超えないことを確認した。今回設工認では，弾性設計用地震動Ｓｄ及び

静的地震力による発生応力が短期許容応力度を超えないこと，及び基準地震動Ｓｓ

による発生応力（又はひずみ）が許容値を超えないことを確認する。 

           解析モデルについては，建設工認では，原子炉格納容器（コンクリート部）及び

使用済燃料貯蔵プールは東西軸に対しほぼ対称であるため，計算機速度等を考慮し

て，北半分について 3次元 FEMモデルとしていたが，今回設工認では，現在の計算

機速度等を踏まえ，北半分に加えて南半分及び基礎スラブを含めて全体を 3 次元

FEMモデルとした。 

           評価条件について，建設工認では弾性解析としていたが，今回設工認では入力の

増大に伴い，塑性域の挙動を適切に評価するため，弾塑性解析とする。またコンク

リートの剛性については，建設工認では設計基準強度に基づき設定していたが，今

回設工認では地震応答解析と整合の取れた値とするため，実強度に基づき設定する。 

           なお，当手法による耐震評価は，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認で共通適

用例がある。 

 

ｂ． 原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）（屋根トラス） 

評価方法について，建設工認では，基準地震動Ｓ１及び静的地震力による発生応

力が短期許容応力度を超えないことを確認した。今回設工認では，基準地震動Ｓｓ

による発生応力（又はひずみ）が許容値を超えないことを確認する。 
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屋根トラスにおいて，建設工認では 2次元フレームモデルによる水平方向の地震

動に対する評価としていたが，今回設工認では，鉛直方向の地震動の影響を考慮す

るため，3次元 FEMモデルにより水平方向と鉛直方向地震力の同時入力による評価

を行うこととした。 

なお，当手法による耐震評価は，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認で共通適

用例がある。 

 

ｃ． タービン建屋の基礎スラブ 

評価方法について，建設工認では，静的地震力による発生応力が短期許容応力

度を超えないこと，基準地震動Ｓ１及びＳ２による発生応力が終局耐力を超えない

ことを確認した。今回設工認では，基準地震動Ｓｓによる発生応力（又はひずみ）

が許容値を超えないことを確認する。 

        タービン建屋の基礎スラブにおいて，上部構造物からの応力を適切に考慮する

ため，タービン建屋を 3次元 FEMモデル化している。 

評価条件において，コンクリートの剛性については，建設工認では設計基準強

度に基づき設定していたが，今回設工認では地震応答解析と整合の取れた値とす

るため，実強度に基づき設定する。 

なお，当手法による耐震評価は，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認で共通

適用例がある。 

 

ｄ． コントロール建屋の基礎スラブ 

評価方法について，建設工認では，基準地震動Ｓ１及び静的地震力による発生

応力が短期許容応力度を超えないこと，基準地震動Ｓ２による発生応力が終局耐

力を超えないことを確認した。今回設工認では，基準地震動Ｓｓによる発生応力

（又はひずみ）が許容値を超えないことを確認する。 

評価条件について，建設工認では弾性解析としていたが，今回設工認では入力

の増大に伴い，塑性域の挙動を適切に評価するため，弾塑性解析とする。またコ

ンクリートの剛性については，建設工認では設計基準強度に基づき設定していた

が，今回設工認では地震応答解析と整合の取れた値とするため，実強度に基づき

設定する。 

なお，当手法による耐震評価は，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認で共通

適用例がある。 

 

ｅ． 主排気筒（外筒）の鉄塔部、筒身部 

評価方法について，柏崎刈羽原子力発電所 6号機『工事計画届出書』（総官発２

０第１７９号 平成２０年８月２５日）（以下「中越沖地震に伴う補強時（届出）」

という。）では，基準地震動Ｓ１及び静的地震力による発生応力が許容値を超えな

いことを確認した。今回設工認では，基準地震動Ｓｓによる発生応力が許容値を
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超えないことを確認する。 

解析モデルについては，中越沖地震に伴う補強時（届出）では，地震応答解析

は多質点系モデルを用い，応力解析は 3次元立体フレームモデルを用いた。今回

設工認では，水平方向及び鉛直方向地震力の同時入力の影響を受ける可能性があ

ることから，応答解析及び応力解析に対して 3次元立体フレームモデルを用いた。 

なお，当手法による耐震評価は，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認で共通

適用例がある。 

 

19



 

 

20 

2.2.2.2 屋外重要土木構造物 

添付－6における既工認との相違点のうち，主な相違点を以下に示す。 

なお，詳細については，「KK6 補足-027-2 工事計画に係る補足説明資料（屋外重要

土木構造物の耐震性についての計算書）資料 2 軽油タンク基礎の耐震安全性評価」

及び「KK6 補足-027-5 工事計画に係る補足説明資料（屋外重要土木構造物の耐震性

についての計算書）資料 5 スクリーン室，取水路，補機冷却用海水取水路の耐震安

全性評価」に示す。 

 

(1) 地震応答解析における解析手法 

既工認におけるスクリーン室，取水路，補機冷却用海水取水路及び軽油タンク基礎

の地震応答解析は，構造物と地盤の動的相互作用を考慮できる 2次元有限要素モデル

を用いて，基準地震動Ｓ２による周波数応答解析を行っている。 

今回設工認では，耐震設計に係る設工認審査ガイドに基づき，地盤の有効応力の変

化に伴う地震時挙動及び構造物と地盤の動的相互作用を考慮できる 2次元有限要素モ

デルを用いて，基準地震動Ｓｓによる時刻歴応答解析を行う。なお，当手法による地

震応答解析は，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認で共通適用例がある。 

 

(2) 耐震性についての計算書における解析手法 

a. スクリーン室及び取水路 

既工認におけるスクリーン室及び取水路の耐震評価は，地震応答解析より得られ

る各部材の断面力に対し，曲げ及びせん断に対して許容応力度法を用いて評価して

いる。 

今回設工認では，耐震設計に係る設工認審査ガイドに基づき，地震応答解析より

得られる各部材の応答値に対し，曲げ及びせん断に対して限界状態設計法を用いて

評価する。なお，当手法による耐震評価は，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認

で共通適用例がある。 

 

b. 補機冷却用海水取水路 

既工認における補機冷却用海水取水路の耐震評価は，地震応答解析より得られる

各部材の断面力に対し，曲げ及びせん断に対して許容応力度法を用いて評価してい

る。 

今回設工認では，耐震設計に係る設工認審査ガイドに基づき，補機冷却用海水取

水路の形状を踏まえ，地震応答解析より得られる各部材の応答値に対し，非線形積

層シェル要素を用いた 3次元構造解析を行い，曲げ及びせん断に対して限界状態設

計法を用いて評価する。なお，当手法による耐震評価は，柏崎刈羽 7号機の新規制

基準対応工認で共通適用例がある。 
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c. 軽油タンク基礎 

既工認における軽油タンク基礎の基礎版（鉄筋コンクリート部材）の耐震評価は，

地震応答解析に基づく軽油タンクからの反力等を考慮し，線形シェル要素を用いた

3 次元構造解析を実施し，曲げ及びせん断に対し許容応力度法を用いて評価してい

る。また，鋼管杭の耐震評価は，地震応答解析から得られる鋼管杭の断面力に対し，

曲げ及びせん断に対して許容応力度法を用いて評価している。 

今回設工認では，耐震設計に係る設工認審査ガイドに基づき，基礎版（鉄筋コン

クリート部材）については地震応答解析に基づく軽油タンク及び付帯設備からの反

力等を考慮し，非線形積層シェル要素を用いた 3次元構造解析を行い，曲げ及びせ

ん断に対し限界状態設計法を用いて評価する。鋼管杭については，地震応答解析か

ら得られる応答値に対し，曲げ及びせん断に対して限界状態設計法を用いて評価す

る。なお，当手法による耐震評価は，柏崎刈羽 7号機の新規制基準対応工認で共通

適用例がある。 

 

その他，今回設工認では，屋外重要土木構造物周辺の地盤物性に係る各種試験結果

等，既工認以降に実施した対策や得られた知見・情報を適切に反映し評価を行う。 

 

2.2.2.3 浸水防護施設 

浸水防護施設は新たに設置する設備であることから，建設工認には存在しない。浸

水防護施設である取水槽閉止板，水密扉及び海水貯留堰は，柏崎刈羽 7号機の取水槽

閉止板，水密扉及び海水貯留堰と同様の解析手法，解析モデル及び減衰定数を適用し

ている。 
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添付 2－1 

原子炉補機冷却水系熱交換器基礎ボルトの評価について 

 

原子炉補機冷却水系熱交換器（以下「RCWHx」という。）は，耐震強化工事として補強材を設置

している（図 1）。補強材は基礎台 4面を覆うような構造であり，RCWHxの第 1脚の脚部に溶接さ

れている。 

この構造変更により，従来構造で基礎ボルトが負担していた地震による水平方向のせん断力

は，補強材で受け持つ設計として評価を実施している。即ち，地震による水平方向のせん断力に

対しては，基礎ボルトを耐震上期待しない構造であるため，基礎ボルトのせん断応力の評価を省

略している＊。 

注記＊：耐震計算書においては，評価上厳しい部位の評価結果として，既工認では受ける荷

重が大きい第 1脚側（基礎ボルト）の評価結果を記載している。今回設工認におい

ても評価上厳しくなる第 1脚側（補強材及び基礎ボルト）の評価結果を記載してい

る。なお，第 2脚の基礎ボルトは，長手方向にスライドできる構造となっているこ

とから長手方向の水平方向荷重は全て第 1脚で受けるものとしている。また，横方

向地震による水平方向荷重は基礎ボルトにモーメントとして付加されるが，第 1脚

が受ける荷重が大きいことから第 1脚側が厳しい評価となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 原子炉補機冷却水系熱交換器補強材の概要 

 

第 1脚 
第 2脚 
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添付 2－2 

補機類のアンカー定着部の評価について 

 

1. 概要 

補機類の基礎ボルト及びコンクリート部の設計では，建設時より，ＪＥＡＧ４６０１-1991 と

同様に基礎ボルトよりもコンクリート部の方が高い耐震性を有する設計を基本としている。即ち，

基礎ボルトに着目した耐震評価を行うことでコンクリート部の健全性も確認できる。 

このため，以下では，ボルト配置が矩形の非常用ガス処理系排風機及び円形の軽油タンクを例

に基礎ボルトとコンクリート部の許容荷重の比較を示す。 
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2. 評価例（非常用ガス処理系排風機） 

2.1 非常用ガス処理系排風機の基礎ボルト配置 

非常用ガス処理系排風機の基礎ボルト配置を以下に示す。 

 

 

 

 

 

図 1 非常用ガス処理系排風機の基礎ボルト配置図  
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2.2 評価結果 

【引張荷重】 

基礎ボルトが引張荷重を受ける場合のコンクリートの評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」より 

ｐ≦ｐ
ａ
＝min (ｐ

ａ１
,ｐ

ａ２
) 

ここに 

ｐ
ａ１

＝0.31∙Ｋ
１
∙Ａ

ｃ
∙√Ｆ

ｃ
 

ｐ
ａ２

＝Ｋ
２
∙αｃ∙Ａ

０
∙Ｆ

ｃ
 

ｐ ：基礎ボルト 1本当たりの引張荷重（N） 

ｐａ ：基礎ボルト 1本当たりのコンクリート部の許容引張荷重（N） 

ｐａ１ ：コンクリート躯体がコーン状破壊する場合の基礎ボルト 1本当たりの 

    許容引張荷重（N） 

ｐａ２ ：基礎ボルト頭部に接するコンクリート部が支圧破壊する場合の基礎ボ 

    ルト 1本当たりの許容引張荷重（N） 

Ｋ１ ：コーン状破壊する場合の引張耐力の低減係数（ⅣＡＳ：0.6） 

Ｋ２ ：支圧破壊する場合の引張耐力の低減係数（ⅣＡＳ：0.75） 

Ｆｃ ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2）：32.3N/mm2 

Ａｃ ：コンクリートのコーン状破壊面の有効投影面積（mm2） 

αｃ ：支圧面積と有効投影面積から定まる定数（＝√Ａｃ/Ａ０ かつ 10 以下） 

Ａ０ ：支圧面積（mm2） 

よって， 

ｐ
ａ１

＝0.31×0.6×1.143×105×√32.3＝120797≒1.207×105[N] 

ｐ
ａ２

＝－[N]※ 

※：評価対象の基礎ボルトは J型基礎ボルトであり，コンクリート部の支圧破壊

は発生しない。 

ｐ
ａ
  ＝min(1.207×105,－)＝1.207×105[N] 

以上より，基礎ボルト 1本当たりのコンクリート部の許容引張荷重は 1.207×105[N]で

ある。 

一方，基礎ボルト(M16：SS400)の許容応力 202MPa から求まる基礎ボルト 1 本当たりの

許容引張荷重は， 
π

4
×162×202＝40733≒4.074×104[N] 

である。 

基礎ボルトの許容引張荷重 4.074×104[N]と比較して，コンクリート部の許容引張荷重

は 1.207×105[N]であり，コンクリート部の許容引張荷重が大きい。 
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参考：引張荷重に対するコーン状破壊面の有効投影面積 AC 

・評価対象となる基礎ボルトの有効投影面積 

 𝑙𝑐𝑒（強度算定用埋込み長さ） = 214[𝑚𝑚]，𝑑（基礎ボルト直径） = 16[𝑚𝑚] 

 Ac0=π∙lce(lce+d)=π×214×(214+16)=154629.1904[mm2] 

 

・隣接する基礎ボルトやへりあきにより低減される有効投影面積 

 θ
1
=2cos-1

a1

lce+
ｄ
2

=2cos-1
175

214+
16
2

=75.94832824[°] 

 A
'

1
=
1

2
(
θ1

180
π-sinθ1) (lce+

d

2
)

2

=
1

2
(
75.94832824

180
π-sin75.94832824) (214+

16

2
)
2

 

  =8759.52212[mm2] 

 

 θ
2
=2cos-1

a2

lce+
ｄ
2

=2cos-1
115

214+
16
2

=117.6012046[°] 

 A
'

2
=
1

2
(
θ2

180
π-sinθ2) (lce+

d

2
)

2

=
1

2
(
117.6012046

180
π-sin117.6012046) (214+

16

2
)
2

 

    =28740.81194[mm2] 

 

 θ
3
=2cos-1

a3

lce+
ｄ
2

=2cos-1
200

214+
16
2

=51.44651904[°] 

 A'
3
=
1

2
(
θ3

180
π-sinθ3) (lce+

d

2
)

2

=
1

2
(
51.44651904

180
π-sin51.44651904) (214+

16

2
)
2

 

    =2855.6233065[mm2] 

 

・隣接する基礎ボルトやへりあきの影響を考慮した有効投影面積 

 A
c
=Ac0- (A'1+A

'
2+A

'
3) 

          =154629.1904-(8759.52212+28740.81194+2855.6233065) 

=114273.2330335≒1.143×105[mm2]  
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図 2 非常用ガス処理系排風機の有効投影面積(引張荷重) 
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【せん断荷重】 

基礎ボルトがせん断荷重を受ける場合のコンクリートの評価は，ＪＥＡＧ４６０１-

1991追補版より 

ｑ≦ｑ
ａ
＝min (ｑ

ａ１
，ｑ

ａ２
) 

ここに 

ｑ
ａ１

＝0.5∙Ｋ
３
∙Ａ

ｂ
∙√Ｅ

ｃ
∙Ｆ

ｃ
 

ｑ
ａ２

＝0.31∙Ｋ
４
∙Ａ

ｃ１
∙√Ｆ

ｃ
 

ｑ ：基礎ボルト 1本当たりのせん断荷重（N） 

ｑａ ：基礎ボルト 1本当たりのコンクリート部の許容せん断荷重（N） 

ｑａ１ ：基礎ボルトと基礎ボルト周辺のコンクリートが圧壊して破壊（複合破 

    壊）する場合の基礎ボルト 1本当たりの許容せん断荷重（N） 

ｑａ２ ：へり側コンクリートが破壊する場合の基礎ボルト 1本当たりの許容せ 

    ん断荷重（N） 

Ｋ３ ：複合破壊の場合のせん断耐力の低減係数（ⅣＡＳ：0.8） 

Ｋ４ ：へり側コンクリート破壊の場合のせん断耐力の低減係数（ⅣＡＳ：0.6） 

Ａｂ ：基礎ボルトの谷径断面積（スタッドの場合は軸部断面積）（mm2） 

    （M16：150.3mm2） 

Ｅｃ ：コンクリートのヤング率（N/mm2）：25000N/mm2 

Ｆｃ ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2）：32.3N/mm2 

Ａｃ１ ：コンクリートのコーン状破壊面の有効投影面積（mm2） 

よって， 

ｑ
ａ１

＝0.5×0.8×150.3×880＝52916≒5.291×104[N] 

ｑ
ａ２

＝0.31×0.6×4.262×104×√32.3＝45050≒4.505×104[N] 

ｑ
ａ
＝min(5.291×104,4.505×104)＝4.505×104[N] 

以上より，基礎ボルト 1本当たりのコンクリート部の許容せん断荷重は 4.505×104[N]

である。 

一方，基礎ボルト(M16：SS400)の許容応力 155MPa から求まる基礎ボルト 1 本当たりの

許容せん断荷重は， 

π

4
×162×155＝31355≒3.136×104[N] 

である。 

基礎ボルトの許容せん断荷重 3.136×104[N]と比較して，コンクリート部の許容せん断

荷重は 4.505×104[N]であり，コンクリート部の許容せん断荷重が大きい。 
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参考：せん断荷重に対するコーン状破壊面の有効投影面積 AC1  

・評価対象となる基礎ボルトの有効投影面積 

 c（へりあき寸法）=175[mm] 

 A
c0
=
1

2
∙π∙c2=

1

2
×π×1752=48105.6375080937[mm2] 

 

・隣接する基礎ボルトにより低減される有効投影面積 

 θ
1
=cos-1

a1
c1

=cos-1
115

175
=48.91766686[°] 

 A
'

1
=
1

4
(
2θ1

180
π-sin2θ1) ∙c2 

    =
1

4
× {

2×48.91766686

180
π-sin(2×48.91766686)}×1752 

    =5488.6487944771[mm2] 

 

・隣接する基礎ボルトの影響を考慮した有効投影面積 

 Ac1=Ac0-A
'
1 

            =48105.6375080937-5488.6487944771 

            =42616.9887136166≒4.262×104[mm2] 

 
図 3 非常用ガス処理系排風機の有効投影面積（せん断荷重） 
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【組合せ荷重】 

基礎ボルトが引張り，せん断の組合せ荷重を受ける場合のコンクリートの評価は，ＪＥ

ＡＧ４６０１-1991追補版より 

(
ｐ

ｐ
ａ

)

2

＋(
ｑ

ｑ
ａ

)

2

≦1 

ここに 

ｐａ ：引張荷重のみに対する基礎ボルト 1本当たりのコンクリート部の許容 

      引張荷重（N） ＝min(ｐａ１，ｐａ２) 

ｑａ ：せん断荷重のみに対する基礎ボルト 1本当たりのコンクリート部の許 

      容せん断荷重（N） ＝min(ｑａ１，ｑａ２) 

ｐ ：基礎ボルト 1本当たりの引張荷重（N） 

ｑ ：基礎ボルト 1本当たりのせん断荷重（N） 

 

仮にｐに対して，基礎ボルト 1本当たりの許容引張荷重を，またｑに対して基礎ボルト

1 本当たりの許容せん断荷重を用いて計算すると， 

(
4.074×104

1.207×105
)

2

＋(
3.136×104

4.505×104
)

2

≒0.598≦1 

となり，組合せ荷重評価に対しても，基礎ボルトよりもコンクリート部の方が余裕のある

設計となっている。 
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2.3 評価結果まとめ 

非常用ガス処理系排風機の評価のまとめを表 4-1 に示す。基礎ボルトよりもコンクリ

ート部の方が高い耐震性を有する設計となっている。 

 

表 4-1 非常用ガス処理系排風機の評価結果 

基礎ボルト 1

本当たりの許

容荷重及びコ

ンクリートの

許容荷重 

基礎ボルトの 

許容引張荷重 

ｐ (N) 

コンクリート部の 

許容引張荷重 

ｐａ (N) 

基礎ボルトの 

許容せん断荷重 

ｑ (N) 

コンクリート部の 

許容せん断荷重 

ｑａ (N) 

4.074×104 1.207×105 3.136×104 4.505×104 

引張・せん断 

評価 
ｐ≦ｐａ OK ｑ≦ｑａ OK 

組合せ評価 (
ｐ

ｐ
ａ

)

2

＋(
ｑ

ｑ
ａ

)

2

≦1 OK 
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3. 軽油タンクに対する検討 

3.1 基礎ボルトの配置 

軽油タンクの基礎ボルト配置を図 2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 軽油タンクの基礎ボルト配置 

  

基礎ボルト 
胴

基
ベー

基礎ボルト 

胴板 

ベースプレート 
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3.2 評価結果 

【引張荷重】 

基礎ボルトが引張荷重を受ける場合のコンクリートの評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」より 

ｐ≦ｐ
ａ
＝min (ｐ

ａ１
,ｐ

ａ２
) 

ここに 

ｐ
ａ１

＝0.31∙Ｋ
１
∙Ａ

ｃ
∙√Ｆ

ｃ
 

ｐ
ａ２

＝Ｋ
２
∙αｃ∙Ａ

０
∙Ｆ

ｃ
 

ｐ ：基礎ボルト 1本当たりの引張荷重（N） 

ｐａ ：基礎ボルト 1本当たりのコンクリート部の許容引張荷重（N） 

ｐａ１ ：コンクリート躯体がコーン状破壊する場合の基礎ボルト 1本当たりの 

    許容引張荷重（N） 

ｐａ２ ：基礎ボルト頭部に接するコンクリート部が支圧破壊する場合の基礎ボ 

    ルト 1本当たりの許容引張荷重（N） 

Ｋ１ ：コーン状破壊する場合の引張耐力の低減係数（ⅣＡＳ：0.6） 

Ｋ２ ：支圧破壊する場合の引張耐力の低減係数（ⅣＡＳ：0.75） 

Ｆｃ ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2）：23.5N/mm2 

Ａｃ ：コンクリートのコーン状破壊面の有効投影面積（mm2） 

αｃ ：支圧面積と有効投影面積から定まる定数（＝√Ａｃ/Ａ０ かつ 10 以下） 

Ａ０ ：支圧面積ｃ 

 

Ａ０＝π/4×(2002-         )≒       （mm2） 

 

αｃ＝√
375443

   
=  

 

よって， 

 

ｐ
ａ１

＝0.31×0.6×3.754×105× √23.5 ＝338525≒3.385×105[N] 

ｐ
ａ２

＝0.75×      ×       ×23.5[N] =1848320≒1.848×106[N] 

ｐ
ａ
  ＝min(3.385×105,1.848×106)＝3.385×105[N] 

 

以上より，基礎ボルト 1 本当たりのコンクリート部の許容引張荷重は3.385×105[N]で 

ある。 
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一方，基礎ボルト            の許容応力    MPaから求まる基礎ボルト 1本当たり

の許容引張荷重は， 

π

4
×         ×97＝        ≒             [N] 

である。 

基礎ボルトの許容引張荷重                       [N]と比較して，コンクリート部の許容引張荷

重は3.385×105[N]であり，コンクリート部の許容引張荷重が大きい。 
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参考：引張荷重に対するコーン状破壊面の有効投影面積 AC 

・評価対象となる基礎ボルトの有効投影面積 

 l
ce
（強度算定用埋込み長さ）=389[mm]，d（基礎ボルト直径）=200[mm] 

 Ac0=π∙lce(lce+d)=π×214×(214+16)=751177.732[mm2] 

 

・隣接する基礎ボルトやへりあきにより低減される有効投影面積 

 

Aa=4∙(489
2
・π・

θ
1

360
-
1

2
・

394.898

2
・489・sinθ

1
)=375777.732mm2 

 

・隣接する基礎ボルトやへりあきの影響を考慮した有効投影面積 

 A
c
=π∙lce(lce+d)-Aa 

         =3.754×105[mm2] 

 

ここで，θ
1
：重なり部中心角度 66.185° 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 軽油タンクの有効投影面積（引張荷重） 

  

Ac=有効投影面積 

Aa=重なり部面積

𝜃1 

lce+D/2 

 =489 mm 
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【せん断荷重】 

基礎ボルトがせん断荷重を受ける場合のコンクリートの評価は，ＪＥＡＧ４６０１-

1991追補版より 

ｑ≦ｑ
ａ
＝min (ｑ

ａ１
，ｑ

ａ２
) 

ここに 

ｑ
ａ１

＝0.5∙Ｋ
３
∙Ａ

ｂ
∙√Ｅ

ｃ
∙Ｆ

ｃ
 

ｑ
ａ２

＝0.31∙Ｋ
４
∙Ａ

ｃ１
∙√Ｆ

ｃ
 

ｑ ：基礎ボルト 1本当たりのせん断荷重（N） 

ｑａ ：基礎ボルト 1本当たりのコンクリート部の許容せん断荷重（N） 

ｑａ１ ：基礎ボルトと基礎ボルト周辺のコンクリートが圧壊して破壊（複合破 

    壊）する場合の基礎ボルト 1本当たりの許容せん断荷重（N） 

ｑａ２ ：へり側コンクリートが破壊する場合の基礎ボルト 1本当たりの許容せ 

    ん断荷重（N） 

Ｋ３ ：複合破壊の場合のせん断耐力の低減係数（ⅣＡＳ：0.8） 

Ｋ４ ：へり側コンクリート破壊の場合のせん断耐力の低減係数（ⅣＡＳ：0.6） 

Ａｂ ：基礎ボルトの谷径断面積（スタッドの場合は軸部断面積）（mm2） 

     

Ｅｃ ：コンクリートのヤング率（N/mm2）：24500 N/mm2 

Ｆｃ ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2）： 23.5 N/mm2 

Ａｃ１ ：コンクリートのコーン状破壊面の有効投影面積（mm2） 

よって， 

ｑ
ａ１

＝0.5×0.8×         ×758.8＝         ≒            [N] 

      ｑ
ａ２

＝－[N]※ 

※：へりあきがないため，コンクリート部の支圧破壊は発生しない。 

ｑ
ａ
＝min(            ,－) ＝            [N] 

以上より，基礎ボルト 1本当たりのコンクリート部の許容せん断荷重は          [N]

である。 

一方，基礎ボルト            の許容応力    MPaから求まる基礎ボルト 1本当たり

の許容せん断荷重は， 
π

4
×         ×62＝         ≒              [N] 

である。 

基礎ボルトの許容せん断荷重              [N]と比較して，コンクリート部の許容せん

断荷重は                        [N]であり，コンクリート部の許容せん断荷重が大きい。 
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【組合せ荷重】 

基礎ボルトが引張り，せん断の組合せ荷重を受ける場合のコンクリートの評価は，ＪＥ

ＡＧ４６０１-1991追補版より 

(
ｐ

ｐ
ａ

)

2

＋(
ｑ

ｑ
ａ

)

2

≦1 

ここに 

ｐａ ：引張荷重のみに対する基礎ボルト 1本当たりのコンクリート部の許容 

      引張荷重（N） ＝min(ｐａ１，ｐａ２) 

ｑａ ：せん断荷重のみに対する基礎ボルト 1本当たりのコンクリート部の許 

      容せん断荷重（N） ＝min(ｑａ１，ｑａ２) 

ｐ ：基礎ボルト 1本当たりの引張荷重（N） 

ｑ ：基礎ボルト 1本当たりのせん断荷重（N） 

 

仮にｐに対して，基礎ボルト 1本当たりの許容引張荷重を，またｑに対して基礎ボルト

1 本当たりの許容せん断荷重を用いて計算すると， 

( 
                     

 
  )

2

＋(  
                     

 
  )

2

≒0.44≦1 

となり，組合せ荷重評価に対しても，基礎ボルトよりもコンクリート部の方が余裕のあ

る設計となっている。 

  3.385×105 
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3.3 評価結果まとめ 

軽油タンクの評価のまとめを表 4-1 に示す。基礎ボルトよりもコンクリート部の方が

高い耐震性を有する設計となっている。 

 

表 4-2 軽油タンクの評価結果 

基礎ボルト 1

本当たりの許

容荷重及びコ

ンクリートの

許容荷重 

基礎ボルトの 

許容引張荷重 

ｐ (N) 

コンクリート部の 

許容引張荷重 

ｐａ (N) 

基礎ボルトの 

許容せん断荷重 

ｑ (N) 

コンクリート部の 

許容せん断荷重 

ｑａ (N) 

   3.385×105     

引張・せん断 

評価 
ｐ≦ｐａ OK ｑ≦ｑａ OK 

組合せ評価 (
ｐ

ｐ
ａ

)

2

＋(
ｑ

ｑ
ａ

)

2

≦1 OK 
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添付2－3 

 

機器・配管系設備における鉛直方向動的地震力の導入による影響検討について 

 

1. 概要 

耐震評価に用いる鉛直地震力について，従来の静的地震力と基準地震動（S1及びS2）の

最大加速度振幅の1/2から求めた震度（0.29G）に加えて，今回設工認では水平方向同様に

床応答曲線等に基づく動的地震動入力が導入され，鉛直地震力が増大することとなった。

そこで，鉛直地震力が増大した場合の従来評価手法への影響を検討した。また，従来，十

分裕度があり主要な評価部位ではないものや，鉛直地震力の影響を受けにくいものについ

ても抽出し，念のため，鉛直地震力増大に伴う影響がないか検討を実施した。検討におい

ては，設備の鉛直方向の応答性状及び支持条件等を考慮した。 

 

2. 検討区分 

Ｓクラス設備及び地震時の波及的影響を考慮すべき設備の全設備は，①～⑪の設備であ

る。 

① 建屋機器連成解析関連設備*1（燃料集合体，原子炉圧力容器，原子炉圧力容器内構造

物，原子炉格納容器，制御棒駆動機構，原子炉圧力容器支持構造物，原子炉圧力容器

スタビライザ，制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム，原子炉冷却材再循環

ポンプ，真空破壊弁，原子炉本体基礎，原子炉遮蔽壁，ダイヤフラムフロア） 

② 容器類（原子炉圧力容器，原子炉格納容器を除く） 

③ 配管類 

④ ダクト*2 

⑤ 横軸ポンプ，非常用ディーゼル発電装置 

⑥ たて軸ポンプ 

⑦ 使用済燃料貯蔵ラック，制御棒・破損燃料貯蔵ラック 

⑧ ECCSストレーナ（残留熱除去系，高圧炉心注水系，原子炉隔離時冷却系） 

⑨ 空調設備 

⑩ 電気・計装品 

⑪ クレーン類 

   *1 建屋機器連成解析モデルの応答を耐震評価に用いる設備 

*2 振動数基準定ピッチスパン法による設計 

    

これらの設備について，鉛直方向に対する応答特性の観点から，鉛直方向に剛な設備と柔

な設備の２つに分類し，検討を実施した。 

鉛直方向に剛な設備（固有周期≦0.05秒） 

② 容器類（原子炉圧力容器，原子炉格納容器を除く） 

④ ダクト 

⑤ 横軸ポンプ，非常用ディーゼル発電機 
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⑥ たて軸ポンプ 

⑦ 使用済燃料貯蔵ラック，制御棒・破損燃料貯蔵ラック 

⑧ ECCS ストレーナ（残留熱除去系，高圧炉心注水系，原子炉隔離時冷却系） 

⑨ 空調設備 

⑩ 電気・計装品 

 

鉛直方向に柔な設備（固有周期＞0.05秒）及び建屋機器連成解析関連設備 

① 建屋機器連成解析関連設備（燃料集合体，原子炉圧力容器，原子炉圧力容器内構造

物，原子炉格納容器，制御棒駆動機構，原子炉圧力容器支持構造物，原子炉圧力容器

スタビライザ，制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム，原子炉冷却材再循環

ポンプ，真空破壊装置，原子炉本体基礎，原子炉遮蔽壁，ダイヤフラムフロア） 

③ 配管類 

⑪ クレーン類 

 

さらには，従来，十分余裕があり主要な評価部位でないものや，鉛直地震力の影響を受け

にくいものについても抽出し，念のため，鉛直地震力増大に伴う影響がないか検討を実施し

た。具体的項目として以下を示す。 

○制御棒挿入性 

○たて軸ポンプモータ スラスト軸受（軸受健全性） 

○クレーン類吊部（吊荷の落下防止） 

○スロッシング評価 

 

3. 各区分の影響検討 

3.1 鉛直方向に剛な設備の鉛直動的地震力評価 

鉛直方向に剛な設備の評価では，鉛直地震力が1Gを超える場合に設備が浮上って落下

した場合の衝撃荷重の検討等が必要となる可能性があるため，鉛直地震力の大きさを確

認する。 

鉛直方向に剛な設備は，鉛直方向の最大応答加速度（ZPA）の1.2倍（1.2ZPA）を入力

加速度として用いている。 

まず，鉛直方向の固有周期が0.05秒以下となる設備のうち鉛直地震力のみで1Gを超え

る設備について整理した。鉛直地震力の大きさを確認するため，添付書類Ⅵ-2-1-7「設

計用床応答曲線の作成方針」に記載している，建物・構築物等の基準地震動Ｓｓに対す

る各床面の最大応答加速度の1.2倍（1.2ZPA）を整理し，1.2ZPAが1Gを上回る設備を抽出

した（表１参照）。 

上記の設備については，基礎ボルト等で鉛直方向に固定されており，構造上浮上りは

発生しないため，それに伴う衝撃等は発生しない。また，転倒モーメントや鉛直方向荷

重算出において，各評価部位が厳しく評価されるように，鉛直地震動の作用する方向を

設定していることから，従来評価と同様の評価手法に基づく評価が可能である。 
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次に，鉛直方向の固有周期が0.05秒以下となる設備のうち鉛直地震力では1Gを超えな

い設備については，鉛直地震力が1Gを超えない場合でも，水平地震力によるモーメント

との発生との組合せにより，設備の部分的な浮上りが生じる可能性もあるが，鉛直上向

きに生じる変位を拘束する構造となっており，従来から当該部材は水平及び鉛直地震力

を適切に組み合わせて評価している。 

以上より，1.2ZPAが1Gを超えない床面に設置されている設備については，従来の鉛直

静的震度よりも鉛直地震力の絶対値は増加することになるが，従来評価と同様の評価手

法及び評価対象部位等に基づく評価が可能である。 

よって，鉛直方向の固有周期が0.05秒以下となる設備②，④，⑤，⑥，⑦，⑧，⑨，

⑩については，従来評価にて問題ないことを確認した。 

 

3.2 鉛直方向に柔な設備の鉛直動的地震力評価及び建屋機器連成解析関連設備 

鉛直方向に剛な設備と同様に，鉛直地震力が1Gを超える場合には浮上り，落下した場

合の衝撃荷重の検討等が必要となる可能性がある。 

鉛直方向に柔な設備の評価には，鉛直方向の固有周期に相当する震度が入力となるこ

とから，鉛直地震力が1Gを超えることが否定できない。 

ただし，鉛直地震力が1Gを超える場合であっても，鉛直上向きに生じる変位を拘束す

る部材が備わっており，従来評価から当該部材を評価している設備については，鉛直方

向加速度を適切に考慮して従来評価と同様の評価手法及び評価対象部位等に基づく評価

が可能である。①，③，⑪設備の具体的な検討結果については，以下のとおりである。 

 

① 建屋機器連成解析関連設備（燃料集合体，原子炉圧力容器，原子炉圧力容器内構

造物，原子炉格納容器，制御棒駆動機構，原子炉圧力容器支持構造物，原子炉圧

力容器スタビライザ，制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム，原子炉冷

却材再循環ポンプ，真空破壊装置，原子炉本体基礎，原子炉遮蔽壁，下部ドライ

ウェルアクセストンネル，ダイヤフラムフロア） 

燃料集合体を除く原子炉圧力容器等の建屋機器連成解析関連設備は，基礎ボル

ト，ブラケット等の支持構造物を介して原子炉本体基礎等により鉛直方向に支持さ

れる構造であり，鉛直地震力によって衝撃荷重を生じるような部位はない。 

また，燃料集合体は，鉛直方向に固定されていないため，上下方向の加速度レベ

ルによっては浮上りが生じる可能性があることから，燃料集合体の浮上りについて

の検討結果を「KK6 補足-028 機電分耐震計算書の補足について 制御棒の挿入評

価について」に示す。 

鉛直方向の入力地震動が静的から動的に変わることで鉛直地震力は大きくなる

が，応力評価方法の観点で問題となるものではない。 

 

③ 配管類 

配管類は３次元的に配置されているため，地震時には３次元的な挙動を示すが，

応答評価上，このような３次元的な挙動を踏まえたモデル化・応答解析を実施して
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おり，鉛直方向の入力地震動が静的から動的に変わることによる影響はない。 

また，鉛直方向の入力地震動が静的から動的に変わることで配管に作用する水平

方向と鉛直方向の地震力の合計は大きくなるが，単に地震力の絶対値が増えるだけ

であり，配管本体の応力評価方法の観点で問題となるものではない。 

 

⑪ クレーン類 

クレーン類は，鉛直方向の入力地震動が静的から動的に変わり，鉛直地震力が1G

を超えた場合，クレーン本体がレールから浮上り，脱線する可能性がある。 

なお，水平方向地震動によってもこのような脱線が生じるおそれがあることか

ら，鉛直地震力を静的としていた既往の設計・評価においては，脱線防止ラグによ

りクレーンの脱線防止を図っており，クレーンの耐震評価部位として脱線防止ラグ

を選定している。 

非線形時刻歴応答解析を適用するクレーン類（原子炉建屋クレーン）について

は，このような浮上り挙動を模擬した解析により浮上り量及び接触時の荷重を算出

し，発生する応力及び浮上り量が許容値以下であることを確認している。 

スペクトルモーダル解析を適用するクレーン類（燃料取替機）については，鉛直

地震力により脱線防止ラグとレールが接触し，脱線防止ラグへ地震力が直接作用す

ることを前提とした評価を行い，脱線防止ラグに発生する応力が許容値以下である

ことを確認している。 

 

以上より，鉛直方向に柔な設備についても，従来の鉛直静的震度よりも鉛直地震力の

絶対値は増加することにはなるが，構造上浮上りが発生しない設備については，従来評

価と同様の評価手法及び評価対象部位に基づく評価が可能である。また，浮上り等の影

響が生じる可能性がある設備については，浮上り等による衝撃荷重を適切に考慮して評

価している。 

 

3.3 鉛直地震力増大に伴い影響検討を実施する設備等 

前項までに記載の検討に加えて，従来，十分余裕があり主要な評価部位ではないもの

や，鉛直地震力の影響を受けにくいものについても抽出し，念のため，鉛直地震力増大

に伴う影響がないか検討を実施した。具体的項目及び検討結果については以下のとおり

である。 

 

○制御棒挿入性 

地震スクラム等による制御棒挿入時に鉛直下向きの地震力が加わることにより，制御

棒挿入時間の遅れが生じる可能性がある。本検討については，「KK6 補足-028 機電分

耐震計算書の補足について 制御棒の挿入評価について」に示すとおり，鉛直地震力が

増大したことによる制御棒の挿入性への影響は小さく，問題がないことを確認した。 
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○クレーン類吊部 

鉛直地震力の増大により，吊荷の浮上りによる吊部（ワイヤロープ，フック，ブレー

キ）への影響が懸念される。吊荷落下防止の観点から，鉛直動的地震力の影響評価を実

施し，問題ないことを確認した。吊部の評価結果はⅥ-2-11-2-4「原子炉建屋クレーンの

耐震性についての計算書」及びⅥ-2-11-2-5「燃料取替機の耐震性についての計算書」に

示す。 

 

○たて軸ポンプモータ軸受 

たて軸ポンプモータのスラスト軸受については，ポンプ主軸に加わる鉛直地震力の増

大により，スラスト軸受に作用する荷重が増加し，ポンプの軸固着が生じる可能性があ

る。本検討については，下記の通り鉛直地震力が増大したことによる評価上の影響がな

いことを確認した。 

 

   ・ＥＣＣＳポンプ及び原子炉補機冷却海水系ポンプのモータスラスト軸受 

残留熱除去系ポンプ，高圧炉心注水系ポンプ，原子炉補機冷却海水系ポンプについ

ては，表1の設置位置（原子炉建屋T.M.S.L.-8.200及びタービン建屋T.M.S.L.4900）の

鉛直1.0ZPAが0.85G及び0.75Gであり，1Gを超えないことから軸系の浮上りは生じな

い。また，原動機の評価用加速度は機能確認済加速度以下となり，地震時の機能維持

を確認しているため問題ないことを確認した。 

 

・原子炉冷却材再循環ポンプのモータスラスト軸受 

原子炉冷却材再循環ポンプについて，「KK6補足-028-10-7 機電分耐震計算書の補

足について 再循環系ポンプの軸固着に対する評価について」に示すとおり，地震の

影響で軸固着が生じることはないことを確認した。 

 

○スロッシング荷重 

使用済燃料貯蔵プール及び海水貯留堰における溢水量評価については，鉛直方向の動

的地震力が加わることで，溢水量評価への影響がある可能性があるが，流動解析に基づ

く溢水量の評価では，水平方向と鉛直方向の地震力を同時入力して溢水量を算出してい

ることを確認した。詳細は「KK6補足-015 発電用原子炉施設の溢水防護に関する説明

書」及び「KK6補足-019-2 津波への配慮に関する説明書に係る補足説明資料」に示す。 

また，水又は油を内包し自由表面を有する設備（使用済燃料貯蔵プール，海水貯留

堰，平底たて置円筒形容器（原子炉補機冷却水サージタンク，ほう酸水注入系貯蔵タン

ク，軽油タンク），原子炉格納容器）の耐震評価における内包水の鉛直地震力の考慮方

法は以下の通り。 

使用済燃料貯蔵プールの耐震評価においては，内包水質量を固定質量として躯体に負

荷した評価を実施しているため，鉛直方向の動的地震力による内包水の慣性力を考慮し

た評価となっている。詳細はⅥ-2-4-2-1「使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの

耐震性についての計算書」に示す。 
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海水貯留堰の耐震評価においては，上記の溢水量評価と同様，水平方向と鉛直方向の

地震力を同時入力した評価を実施している。詳細はⅥ-2-10-3-1-2「海水貯留堰の耐震性

についての計算書」に示す。 

水又は油を内包する容器においては，内包する水又は油の質量を保守的に固定質量と

して容器に負荷した評価を実施しているため，内包水の慣性力を考慮した評価となって

いる。なお，容器屋根に対するスロッシングによる荷重の考慮要否については，「KK6補

足-028-10-23 容器のスロッシングによる影響評価について」に詳細を示す。 

原子炉格納容器の耐震評価においては，内包水質量を保守的に固定質量として躯体に

負荷した評価を実施しているため，鉛直方向の動的地震力による内包水の慣性力を考慮

した評価となっている。なお，スロッシング荷重の影響ついては，「KK6補足-028-10-71 

原子炉格納容器の地震時のスロッシングに対する考え方について」に詳細を示す。 

原子炉圧力容器内の炉水については，地震発生時は「地震加速度大」信号によって即

座に自動スクラムし出力が低下するためスロッシングが中性子束の挙動に影響を及ぼす

ことはない。なお，自動スクラムしない程度の規模の小さな地震においては，炉水表面

で小規模なスロッシングが発生する可能性はあるが，炉水上部の水面での挙動であり，

燃料が露出することはなく，炉心位置のボイド量も変化することはないと考えられるの

で，中性子束の挙動に影響を与えることはない。 

 

4. 検討結果まとめ 

鉛直動的地震力の導入による設備評価への影響について検討した結果を表2に示す。一部

の設備については浮上り等の影響が生じる可能性があるが，浮上り等による衝撃荷重を適

切に考慮して評価していること，または，衝撃荷重や浮上り等は生じないことを確認する

ことにより，鉛直動的地震力の導入による設備への影響を考慮した評価を実施しているこ

とを確認した。 
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